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（データソース）IEA: Net Zero  by 2050 – A Roadmap for the Global Energy Sector (18th May 2021), p.198. Table A.3

2020年 
26,778 TWh

2030年 
37,316 TWh

2040年 
56,553 TWh

2050年 
71,164 TWh
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+変動性再エネ(VRE)統合の６段階

(source) IEA: Status of Power System Transformation 2019 – Power system flexibility (2019)  
https://www.iea.org/reports/status-of-power-system-transformation-2019

段階 説明 移行への主な課題

1 VREは電力システムに顕著な影響
を及ぼさない 既存の電力系統の運用パ

ターンの僅かな変更
2 VREは電力システムの運用に僅か

なもしくは中程度の影響を及ぼす 正味負荷および潮流パタ
ーン変化の変動がより大
きくなる3 電力システムの運用方法はVRE 

電源によって決まる VRE出力が高い時間帯
での電力供給の堅牢性

4 電力システムの中でVREの発電が
殆ど全てとなる時間帯が多くなる 発電超過および不足の時

間帯がより長くなる
5 VREの発電超過（日単位～週単

位）が多くなる 季節間貯蔵や燃料生成あ
るいは水素の利用

6 VRE供給の季節間あるいは年を超
えた超過または不足が起こる

注：このスライドの図表は下記のIEA報告書の記載内容 
　　から安田が抜粋・仮訳して整理したものであり、こ　　 　　
の図表そのものが当該報告書に記載されているわけ 
　　ではないことに留意。

第1段階

第2段階

第3段階

第4段階

VRE導入率 [% of TWh]
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日本は 
まだここ



+
世界の論調

■ VRE (変動性再エネ電源) の低いシェアにおいて 
 (5～10%)、電力システムの運用は、大きな技術的
課題ではない。 

■現在の電力システムの柔軟性の水準を仮定すると、
技術的観点から年間発電電力量の25～40%のVRE
シェアを達成できる。 

■従来の見方では、電力システムが持ち得る全ての 
対策を考慮せずに、風力発電と太陽光発電を増加 
させようとしてきた。この“伝統的”な考え方では、 
重要な点を見落とす可能性がある。 

(出典) IEA:「電力の変革」, 2014 
http://www.nedo.go.jp/library/denryoku_henkaku.html
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+系統柔軟性 flexibility 
世界で活発に議論 

(日本ではまだまだ?)

(source) IEA: Harnessing Variable Renewables (2011) の図を筆者翻訳

■再エネ大量導入のための重要な指標 
■系統の変動に対応し需給バランスを維持する
ための能力。 
■ 調整可能な電源 
■ 貯水池式水力発電 
■ コージェネレーション 
■ コンバインドサイクル 
ガス発電 (CCGT) 

■ エネルギー貯蔵装置  
■ 熱貯蔵, 揚水発電, 蓄電池, 水素 

■ 連系線 
■ デマンドレスポンス 
■ 電気自動車(EV)

風力を調整するのは 
火力だけではない！
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+
柔軟性の定義

6

IRENA: 再生可能な未来のための計画, 環境省 (2018) https://www.env.go.jp/earth/report/h30-01/ref01.pdf
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予備力と調整力

■ 予備力 reserve

✓供給区域において、上げ調整力と上げ調整力以外の
発電機の発電余力を足したものをいう  

■ 調整力

✓供給区域における周波数制御、需給バランス調整そ
の他の系統安定化業務に必要となる発電設備(揚水
発電設備を含む。)、電力貯蔵装置、ディマンドリ
スポンスその他の電力需給を制御するシステムその
他これに準ずるもの(但し、流通設備は除く。)の能
力をいう 

ただし、諸外国の
定義と若干異なる

ことに留意
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（出典）電力広域的運営推進機関 調整力等に関する委員会: 中間とりまとめ (2016)



+予備力と調整力 8

（出典）電力広域的運営推進機関 調整力等に関する委員会: 中間とりまとめ (2016)

10秒程度 数時間10分程度 30分

瞬動 
予備力

運転予備力 運転予備力 待機予備力運転中発電機の自動・ 
手動制御による出力調整 停止中発電機の

起動(主に水力)



+
欧州の柔軟性評価チャート 9

(source) Yasuda et al.: “Flexibility Chart”, Wind Integration Workshop (2013)

(2013年時点)
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日
本
の
各
電
力
の
柔
軟
性
指
標 

(2013年時点) (source) Yasuda et al.: “Flexibility Chart”, Wind Integration Workshop (2013)
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IEA TCP WIND Task 25 – Fact Sheet

図3. 電力系統の柔軟性向上
の方法論（各選択肢の相対
的順序は一例）

• 風力・太陽光発電で発電された発電電力量(MWh)
の分だけ、化石燃料を消費する電源の運転の必要
性が減り、残りの発電は風力・太陽光発電で供給
されない需要分を供給するだけになります。

• 風力・太陽光発電の導入率が高い場合、化石燃料
を消費する電源は、風力・太陽光発電の出力と需
要の変動を補うために、起動・停止、急激な出力
変化の頻度が多くなります。そのため、効率が低
い状態での運用が必要になる場合があります。化
石燃料を消費する電源の起動、出力変化、低効率
運転は、定格運転に比べてCO2排出量を増加させ
ます。これらの電源を風力・太陽光発電の需給調
整のために使うと、新たにCO2排出量が発生する
ことになります。

• 化石燃料由来の電源を風力・太陽光発電の需給調
整のために使うことにより新たに発生するCO2排
出量は2％未満と推定されます。一部の電源の排出
量が増加したとしても、風力・太陽光発電によっ
て化石燃料を消費する電源を運用する必要性が減
少した場合に全体的な排出量が減少する方が遥か
に大きいものとなります(図4)。

下記のファクトシートも参照下さい�
No.5 �風力発電がCO2排出量に与える影響」

風力発電のためはどれくらい送電線の新規投資
が必要？
風力発電のために新たな送電線への投資が必要とな

る場合がありますが、それは風力発電所の立地や既存
系統の堅牢性や特性に依存します。
• 一般に、あらゆる新規の発電所は、既存の送電網
に接続するために新たな送電(または配電)線を必要
とします。また、新規の発電所から電力が増える
ことに対応するため、既存の送電線の増強も必要
になる場合があります。

• 新しい風力発電所は、既存の送電網の電力の流れ
(潮流)を変えることになります。潮流方向が変化し
て、送電や配電網における損失が増加したり減少

したりする場合もあります。風力発電によって、ボト
ルネックや送電混雑が増える場合も減る場合もありま
す。

• 大量の風力発電所を追加するには、通常、送電網へ
の投資が必要ですが、増強された送電網は電力系統
全体に便益をもたらします。したがって、送電コス
トは通常、特定の発電所や電源に割り当てることは
ありません(訳注: 通常、電源線は発電事業者が負担
する)。

• 電力系統全体から見ると、送電が占める部分は消費
者の電力料金のごく一部に過ぎません。多くの研究
では、送電系統のコストを風力発電に割り当てたと
しても妥当なコストが示されています。
太陽光発電については、一部の大規模な太陽光発電

所を除き、配電系統で系統コストの増加が見られます。
下記のファクトシートも参照下さい。
No.8「風力発電と系統増強」

図4. 変動性再生可能エネルギーに対応するために従来型電源
の出力を増減することによるCO2排出量の増加は、再生可能エ
ネルギーの増加による CO2、NOx、SO2 の全体的な削減量と
比較して非常に小さい。
(出典: WWSIS2, 2013)
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(出典) IEA Wind Task 25: ファクトシートNo.1, 風力・太陽光発電の系統連系 , NEDO (2020) 
https://www.nedo.go.jp/content/100923371.pdf
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ご清聴有り難うございました。
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